




  

〇倉庫業法（昭和三十一年法律第百二十一号）（抄）（デジタル社会形成規制改革関係 令和５年６月１６日改正） 

新 旧（現行） 

（料金等の掲示等） 

第九条 

倉庫業者は、国土交通省令で定めるところにより、保管料そ

の他の料金（消費者から収受するものに限る。）、倉庫寄託約款、

倉庫の種類その他の事項について、営業所その他の事業所にお

いて利用者に見やすいように掲示するとともに、その事業の規

模が著しく小さい場合その他の国土交通省令で定める場合を除

き、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によつて

直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的

に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを

除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない。 

 

（料金等の掲示） 

第九条 

 倉庫業者は、国土交通省令で定めるところにより、保管料そ

の他の料金（消費者から収受するものに限る。）、倉庫寄託約款、

倉庫の種類その他の事項を営業所その他の事業所において利用

者に見やすいように掲示しておかなければならない。 

第三十二条 

 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の過料に

処する。 

一 （略） 

二 第九条の規定による掲示をせず、若しくは虚偽の掲示をし、

又は同条の規定に違反して公衆の閲覧に供せず、若しくは虚

偽の事項を公衆の閲覧に供した者 

 

第三十二条 

 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の過料に

処する。 

一 （略） 

二 第九条の規定による掲示をせず、又は虚偽の掲示をした者 



  

〇倉庫業法施行規則の一部改正（令和６年１月１９日国土交通省令第２号による改正）※デジタル社会形成規制改革関係  

新 旧（現行） 

（料金等の掲示等） 

第七条 

 法第九条の規定により倉庫業者は、営業所その他の事業所に

次の各号に掲げる事項を利用者に見やすいように掲示するとと

もに、公衆の閲覧に供しなければならない。 

一 保管料その他の料金（消費者から収受するものに限る。） 

二 倉庫寄託約款 

三 当該営業所その他の事業所ごとの倉庫の種類 

四 冷蔵倉庫にあつては、当該営業所その他の事業所の倉庫の

冷蔵室ごとの保管温度 

五 法第二十五条の五の認定トランクルームにあつては、第二

十条第三項に定めるトランクルーム認定証（第七号様式） 

（料金等の掲示） 

第七条 

 倉庫業者は、営業所その他の事業所に次の各号に掲げる事項

を利用者に見やすいように掲示しておかなければならない。 

 

一～五 （略） 

 

（公衆の閲覧の方法） 

第七条の二 

 法第九条の規定による公衆の閲覧は、倉庫業者のウェブサイ

トへの掲載により行うものとする。 

【新設】 

 

（公衆の閲覧に供することを要しない場合） 

第七条の三 

法第九条に規定する国土交通省令で定める場合は、次の各号

のいずれかに該当する場合とする。 

一 倉庫業に常時使用する従業員の数が二十人以下である場合 

二 倉庫業者が自ら管理するウェブサイトを有していない場合 

【新設】 

 


